
⼭梨県 ケアラー支援推進パッケージ（R8.9時点）

県⺠への啓発・認知度向上

Ⅰ 社会全体への啓発活動

◇目指す姿 県⺠⼀⼈ひとりが⾃由な選択をし、活躍できる「介護離職ゼロ社会」の実現

・支援推進員による対面での支援情報の普及・啓発

・支援情報を一元的に掲載したポータルサイトによる
普及・啓発
・ヤングケアラーの理解を促す普及・啓発

・ 仕事と介護の両⽴⽀援の取り組みをサポート
するワークサポートケアマネジャー＊を養成

・認知症の人とその家族を支援する連携体制の構築

・ 就業者の意欲・能⼒を⼗分に発揮できる職場環境の
整備促進のため、ワークサポートケアマネジャーや
社労士など専門家を派遣

・事例検討会の開催による市町村職員、支援機関
職員等のスキルアップと支援機関の連携促進

・難病の⼦ども・家族の療養環境の向上に向けた
レスパイト施設の活動支援等

・認知症、医療的ケア児、障害者、がん患者、難病
患者等の家族を支援するための体制整備

・ひとり親家庭の緊急時における支援体制の整備
・悩みの共有や情報交換等を⾏う機会の提供

“プレーヤー”から“マネージャー”
（プロに任せる）への意識転換

Ⅱ 公的サービスへの接続強化

必要なサポートへの円滑な接続に
向けた支援体制を構築

つなぐ Ⅲ 公的サービスの更なる充実

様々な境遇にあるケアラーの心身の負担軽減
が図られるよう、支援サービスを充実

⽀える

・当事者の声を拾い上げ、支援につなげるための
ポッドキャスト番組の配信

・ ケアラーが相談窓口や支援情報にスムーズに
たどり着けるようポータルサイトに生成AI機能を搭載

・不登校児童⽣徒本人やその家庭を支援機関につなぐ
人材(ＳＳＷ)の配置及び増員に向けた研修の実施
・ヤングケアラー・コーディネーターの養成等

・ 支援の効果的推進及び、施策⽴案・普及・啓発に
つなげるため、対応プロセスの検証を実施

・ ワークサポートケアマネジャーによるケアラーに
寄り添ったケアラーコンシェルジュサービスの構築

追

企業への啓発・認知度向上

その他の対応

︓R7パッケージ策定以降に追加した内容

追

気づく

追

追

＊ ワークサポートケアマネジャー︓社員等が介護をしながら意欲的に働けるようサポートする専門職 追

負担軽減策

その他の対応その他の対応

・介護支援専門員、保健師等専門職による土日、
祝日対応の電話相談窓口を設置

・妊産婦や⼦育て家庭の育児不安に対する
相談窓口の設置

追

・ ワークサポートケアマネジャーが実施する企業向け
サービスを普及させるため、県がモデルとして先⾏契約

・ ワークライフ＆ケアバランスの実現を支援する
セミナーを開催

相談窓口の設置

接続促進・⼈材養成

伴走支援体制

支援機関の連携強化

職場環境の整備

・ 介護や介助が必要となる旅⾏者やケアラーが
心置きなく滞在できるユニバーサルツーリズムを推進
追

◆少⼦⾼齢化による介護需要の急増に伴い、望まない介護離職が増加 ⇒ 介護離職は個人の問題ではなく地域経済・企業経営に深刻な影響を及ぼす構造的課題
企業は、知識・経験が蓄積した貴重な働き⼿を失い、企業活動に⼤きな影響 ⇒ ⼈⼿不⾜の深刻化・地域経済停滞のおそれ
ケアラー当事者は、収⼊が減少し、⻑く続く介護に⼼⾝ともに疲弊 ⇒ ⾃⼰実現の機会喪失、社会的孤⽴、貧困への転落をもたらすおそれ

＜Ｒ８当初・６補：約３.３億円＞資料1

追

追



ケアラー支援推進パッケージ　主な施策一覧

ケアラー支援推進員養成事業費（R8当初_3,907千円） （総合県民企画室）

やまなしケアラー支援ポータルサイト運営費（R8当初_3,975千円） （総合県民企画室）

ケアラー支援普及啓発事業費（R8当初_3,509千円） （総合県民企画室）

戦略的広報推進事業費等（R8当初_238,272千円の一部）を活用 （広聴広報グループ）

ヤングケアラー支援強化事業費（R8当初_7,128千円）（こども福祉課）

ワークサポートケアマネジャー養成事業費補助金（R8当初_1,080千円）（働く人・働き方支援課）

仕事と介護両立支援事業費（R7.6補_8,075千円）（働く人・働き方支援課）

ワーク・ライフ・ケアバランス推進事業費（R8当初_550千円）（働く人・働き方支援課）

商工会等指導費補助金（うち、広域連携支援コーディネーター配置分）　（R8当初_17,282千円）（産業政策課）

仕事と介護両立支援推進事業費（R8.6補_929千円）（職場環境マネジメント課）

研修管理費の一部（R8当初_361千円）を活用 （職場環境マネジメント課・人事課）

ケアラー支援対応検証事業費（R7.2補_9,975千円）（高度政策企画イニシアチブ）

企業

6

-

7

8

9

10

11

県職員
市町村職員

ケアラーの現状や課題、仕事と介護の両⽴などについての県管理職向けセミナーを開催し、市町村職員の受講も促す。［市町村連携］

県職員
　　仕事と介護の両⽴支援に対する県内企業の意識や⾏動の変容を促進するため、ワークサポートケアマネジャーが実施する企業向けサービスについ
て、県がモデルとして先⾏契約する。

ヤングケアラー当事者やその家族、支援者、⼤⼈や⼦ども問わず、すべての県⺠がヤングケアラーへの理解を深め、ヤングケアラーが必要な支援を受け
られるよう、ヤングケアラー支援計画で⽰した幅広い世代、支援者に向けた啓発を⾏う。

県⺠（全般）

ケアラー及びケアラーになり得る⽅が正確な情報を容易に取得できるよう、支援情報を一元的に掲載したポータルサイトを運営する。
［市町村連携］

介護離職ゼロ社会の実現に向け、ケアラー及びケアラーになり得る⽅を対象に、事前知識習得の重要性や⼼構えを促す動画を放映し普及啓発を⾏
う。

伝える相⼿に合わせた最適な媒体を活⽤し、県⺠や事業者等へのケアラー支援策の周知や、ケアラーを社会全体で支える気運の醸成を図る。

県⺠（⼦ども等）

1

2

3

4

5

県⺠
県職員・市町村職員

　　ケアラー支援を効果的に推進するとともに、他施策の⽴案への活⽤や⾼度化を図るため、対応プロセスの検証等を⾏う。

施策の柱 区分 対象 主な施策

県⺠・企業
県職員・市町村職員

ケアラーが抱える介護などの悩みや不安の解消を図るため、地域に根ざした⼈材をケアラー支援推進員として養成し、対⾯・プッシュ型で相談窓⼝や
支援制度の情報提供を⾏う。［市町村連携］

県⺠への
啓発・認知度

向上

　　介護離職を防ぐため、仕事と介護の両⽴に関する専門⼈材の養成に向けた取り組みに対し助成する。

仕事と介護の両⽴支援に対する県内企業の意識や⾏動の変容を促進するため、経営者・⼈事担当者を対象としたセミナーの開催や従業員向けの
ハンドブックを作成する。（R8年度から下記事業に組み替え）

　　仕事と介護の両⽴に対する意識醸成を図り、具体的な⾏動変容を促すことで、従業員の介護離職を防ぎ、ワークライフ＆ケアバランスの実現を支
援するセミナーを開催する。

中小企業や小規模事業者が抱える課題全般について、きめ細かな経営指導を実施するため、県商工会連合会による広域連携支援コーディネー
ター配置を支援する。

企業への
啓発・認知度

向上

その他の対応

気づく

R7合計 R8当初 6補 R8合計
計 289,450 315,235 19,379 334,614

気づく 59,727 37,792 929 38,721
つなぐ 116,925 168,646 0 168,646
支える 112,798 108,797 18,450 127,247

追

追

追

追追追

1



施策の柱 区分 対象 主な施策

ポッドキャストを活用した相談・支援接続促進事業費（R8当初_9,887千円） （総合県民企画室）

やまなしケアラー支援ポータルサイト運営費の一部（R8当初_3,975千円） （総合県民企画室）

スクールソーシャルワーカー養成事業費（R8当初_1,992千円）、スクールソーシャルワーカー活用事業費（R8当初_79,301千円）（特別支援教育・児童生徒支援課）

ヤングケアラー支援強化事業費（R8当初_6,050千円） （こども福祉課）

ケアラー相談支援強化事業費（R8当初_4,950千円） （健康長寿推進課）

産前産後電話相談事業費（R8当初_12,186千円） （子育て・次世代サポート課）

子育て相談総合窓口設置事業費（R8当初_6,078千円）（社会教育課）

児童虐待相談体制強化事業費（R8当初_26,763千円）（こども福祉課）

認知症対策連携強化事業費（R8当初_15,838千円）（健康長寿推進課）

若年性認知症対策推進事業費（R8当初_5,601千円）（健康長寿推進課）

見守りネットワークの体制整備（非予算）（県民生活支援課）

仕事と介護両立支援推進事業費（R8.6補_929千円）（職場環境マネジメント課）【再掲】

働き方改革による県内企業高付加価値化促進事業費（R7当初_10,585千円）（働く人・働き方支援課）

ワーク・ライフ・ケアバランス推進事業費（R8当初_11,682千円）（働く人・働き方支援課）

県職員

市町村
（⾼齢、障がい） 10

再

1

2

3

職場環境
の整備

4

その他の対応

支援機関
ヤングケアラーとその家族に寄り添った支援体制を強化するため、ヤングケアラー・コーディネーターの養成や、関係機関等の支援者に対する研修を実
施する。［市町村連携］

県⺠（認知症）

県⺠（⼦育て）

妊娠中や産後、体⼒的に回復していない時期に育児不安があり、周囲から支援を受けられない⺟親に対して、育児に関する不安や負担感を軽減す
るため、24時間365日対応できる電話相談体制を確保する。

企業

認知症の進⾏予防から地域⽣活の維持まで必要な支援が提供できる体制を構築するため、認知症疾患医療センターを県内４病院に設置するとと
もに、専門的⾒地から具体的な相談・助⾔を⾏うコーディネーターを配置する。

介護やひきこもり等困難な問題を抱える⼈を周囲への相談や適切な支援につなげるため、安⼼して悩みや思いを発信できるポッドキャスト番組を配信
する。

教育機関
不登校や家族の介護など課題を抱える児童⽣徒等に対する支援体制を強化するため、スクールソーシャルワーカーを配置するとともに、増員に向けた
研修会を開催する。

8
ヤングケアラーが気軽に悩み等を相談できるよう、対⾯や電話だけでなくSNS等さまざまな媒体の相談窓⼝を設け、⼦どもたちの状況に応じてきめ細や
かな相談支援を⾏う。

⼦育て相談総合窓⼝を設置し、電話相談やカウンセリングにより、⼦育て中の家庭を支援する。

県⺠（⼦ども等）

6

7

ケアラーからの相談に対する支援体制を強化するため、介護支援専門員や保健師などの専門職による土日、祝日対応の電話相談窓⼝を設置す
る。県⺠（全般）

　　ケアラーが相談窓⼝や支援情報にスムーズにたどり着けるよう、ポータルサイトに⽣成AI機能を搭載。
県⺠（全般）

5

接続促進・
⼈材養成

相談窓⼝の
設置

1

　　仕事と介護の両⽴支援に対する県内企業の意識や⾏動の変容を促進するため、ワークサポートケアマネジャーが実施する企業向けサービスについ
て、県がモデルとして先⾏契約する。

9

配慮を要する消費者を抱える隠れたケアラーを市町村等の関係支援機関につなげるため、市町村における⾒守りネットワーク（消費者安全確保地
域協議会）の体制整備・機能強化を促進する。［市町村連携］

若年性認知症の⽅の状態に応じた適切な支援が提供できるよう、コーディネーターによる相談窓⼝を設置するとともに、支援者によるネットワークを構
築する。

-
就業者の意欲・能⼒を存分に発揮できる職場環境（仕事と介護の両⽴含む）の整備を促進するため、専門家派遣やセミナーの開催等を⾏う。
（R8年度から下記事業に組み替え）

　　就業者の意欲・能⼒を存分に発揮できる職場環境（仕事と介護の両⽴含む）の整備を促進するため、専門家の派遣（ワークサポートケアマネ
ジャー、社労⼠など）を⾏う。

支える

つなぐ

追

追

追追追追

追

2



施策の柱 区分 対象 主な施策

ケアラー支援機関連携強化促進事業費（R8当初_798千円）（福祉保健総務課）

ケアラー伴走支援体制整備事業費（R8.6補_18,450千円） （働く人・働き方支援課）

ユニバーサルツーリズム促進事業費（R8当初_3,846千円）（観光地経営支援グループ）

在宅人工呼吸器使用患者等支援事業費（R8当初_6,212千円）（健康増進課）

難病のこどもの未来支援事業費（R8当初_6,884千円）（健康増進課）

認知症理解普及促進事業費（R8当初_2,371千円）（健康長寿推進課）

医療的ケア児等支援事業費（R8当初_33,787千円）（障害福祉課）

障害福祉サービス事業所送迎地域拡大促進事業費補助金（R8当初_3,417千円） （障害福祉課）

がん患者サポートセンター事業費（R8当初_1,881千円）（健康増進課）

難病相談・支援センター事業費（R8当初_14,999千円）（健康増進課）

ひとり親家庭等日常生活支援事業（R8当初_536千円）、母子家庭等就業・自立支援センター事業（R8当初_6,008千円）（こども福祉課）

ケアラー支援機関連携強化促進事業費（R8当初_798千円）（福祉保健総務課）【再掲】

地域福祉重層的支援体制整備事業費（R8当初_15,416千円）（福祉保健総務課）

ケアラー交流支援事業費（R8当初_960千円）（健康長寿推進課）

※「対象」について、事業の対象者と、事業の効果が及ぶ対象者が混在する場合は、事業の対象者を記載している

11

5

6

7

8

県⺠（全般）

支援機関の
連携強化

14

伴走支援体制

負担軽減策

その他の対応 難病患者や家族の相談対応や就労支援、交流の場の提供などを⾏うことにより、本⼈や家族等の悩みや不安の解消を図る。

企業 　　介護発⽣直後などに急激に負担が増⼤するケアラーを必要な支援機関やサービスに接続するための相談体制整備・運⽤に対し支援する。

13

県⺠（難病）

県⺠（難病）

複雑化・複合化するケアラーの課題に対する支援機関の対応⼒強化と連携促進を図るため、地域包括支援センターや⾃⽴相談支援機関の職員
などを対象とした研修、事例検討会を開催する。［市町村連携］2

3

4 　　介護や介助が必要となる旅⾏者やケアラーが⼼置きなく滞在できるユニバーサルツーリズムを推進する取り組みを⾏う。

ケアラーの孤独・孤⽴を防ぐため、悩みの共有や情報交換を⾏う交流会等を開催する。県⺠（全般）

再

支援機関

在宅で⽣活している気管切開⼜は⼈工呼吸器を装着した難病患者に対し、介助⼈等の派遣などレスパイトケアの支援を⾏うことで、家族等の負担
軽減を図る。

レスパイト施設「あおぞら共和国」の活動を支援し、難病の⼦どもとその家族の療養環境の向上を図る。

9

10

県⺠（医ケア）

県⺠（ひとり親）

居住地域内に利⽤できる事業所がなく、地域外の事業所を利⽤する重度障害者やその家族を支援するため、送迎対象地域を拡⼤する事業所等
に対し助成する。

12

県⺠（がん） がん患者や家族の相談対応や情報提供、交流の場（がんサロン）の開催などを⾏うことにより、本⼈や家族等の悩みや不安の解消を図る。

市町村

複雑化・複合化するケアラーの課題に対する支援機関の対応⼒強化と連携促進を図るため、地域包括支援センターや⾃⽴相談支援機関の職員
などを対象とした研修、事例検討会を開催する。［市町村連携］

福祉分野の複雑化・複合化したニーズに対応するため、市町村における包括的な支援体制の構築を支援する。［市町村連携］

県⺠（障がい）

事故や病気等により一時的に保育や⽣活援助が必要となったひとり親家庭に対し、支援員が家庭訪問等により支援するとともに、就業支援セミナー
の開催、就業情報の提供など就業支援サービスを提供することにより、ひとり親家庭等の⾃⽴支援を促進する。また、児童相談所の一時保護等の活
⽤も周知するなど、緊急時における支援体制の整備を図る。

県⺠（認知症）
電話による相談事業や認知症の⽅やその家族、介護経験者の交流会等を開催し、認知症の⽅やその家族が住み慣れた地域で暮らし続けていける
環境を整備する。

国⽴病院機構甲府病院と都留市⽴病院に「医療的ケア児支援センター」を設置し、関係機関と連携を図りながら、医療的ケア児者やその家族等が
県内において安⼼した⽣活が送れるよう包括的に支援する体制を整備する。

支える

追

追
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